別紙１　予算要求資料・事業評価調書
予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：防災費　目：防災総務費
	事業名: ＳＰＥＥＤＩネットワークシステム端末運営等事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
知事直轄　危機管理部門　原子力防災室　原子力防災係　電話番号：058-272-1111（内2478）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11118@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：11,639千円（前年度予算額：16,947千円）

	要求内容


	１　要求の内容


福島第一原発事故を踏まえ、原子力災害対策指針に「防災対策重点地域」として、概ね30ｋｍの「緊急時防護措置を準備する区域（ＵＰＺ）」が示され、その範囲に一部区域が含まれる本県も、「ＳＰＥＥＤＩネットワークシステム」から情報を得られる対象自治体となった。

平成24年度に同システムに接続した端末を整備したが、平成25年度は同端末の運用、維持管理を行っていくとともに、より広域での計算が可能となるよう改善されたシステムに対応できるよう改修を行う。

○SPEEDIネットワークシステム端末運営費

・県庁等への通信回線の保守・運営のために必要な経費
・広域での計算が可能となるよう改善されたシステムに対応する端末改修に必
要な経費
	２　所要経費


SPEEDIネットワークシステム端末運営費　11,639千円
平成25年度　　　　委託料　　　10,367千円

　　　　　　　　 　通信費　　　 1,272千円

	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度

予算額
	16,947
	13,662
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,285

	要求額
	11,639
	11,639
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	決定額
	11,639
	11,639
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
原子力事故発生時に、その時点における気象条件を用いて、周辺環境における放射性物質の大気中濃度及び被ばく線量など環境への影響を迅速に予測するＳＰＥＥＤＩ計算結果を把握することで、より迅速かつ的確な緊急時対応を講じることができる。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	システムの保守管理

	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	適正管理
（H24）
	適正管理
(H25～)
	100％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　国の交付金を活用し、ＳＰＥＥＤＩシステム端末設置完了予定（３月）


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　ＳＰＥＥＤＩ端末を整備することで、原子力事故発生時により迅速かつ的確な緊急時対応を講ずるのに有用なＳＰＥＥＤＩ計算結果が得られる。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○


	原子力事故発生時に、より迅速かつ的確な緊急時対応を講ずるためには、ＳＰＥＥＤＩ情報は必要不可欠である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○


	国の交付金を活用したＳＰＥＥＤＩシステム端末設置事業に、同交付金交付決定後遅滞なく着手しており、平成24年度末には原子力事故発生時のＳＰＥＥＤＩ計算結果が得られる。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○


	全国統一のシステムであるＳＰＥＥＤＩネットワークシステムに接続した端末の整備・維持管理をすることで、原子力事故のその時点における気象条件を用いた予測計算を得ることが可能であり、県単独で同様のシステムを開発し維持管理することに比し、効率化を図っている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項

平成25年度内に予定されるシステム改善（より広域での計算が可能）に対応できるよう、システム端末を改修していくことが必要である。


（次年度の方向性）

	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　ＳＰＥＥＤＩネットワークシステムから得られる情報を有効に活用し、実効性のある緊急時対応を講じるため、より広域での計算が可能となる改善後のシステムに対応できるよう、端末改修を行っていく。


